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今後の主な制度改正の予定について 

 
１ 国民健康保険料（税）の賦課限度額の見直し及び低所得者に係る軽減判定所得の見直し 

（R7.4 施行） 

・国民健康保険料（税）の基礎賦課（課税）額に係る賦課（課税）限度額については、 

現行の 65 万円から 66 万円に１万円引き上げ 

・後期高齢者支援金等賦課（課税）額に係る賦課（課税）限度額については、現行の 24 万 

円から 26 万円に２万円引き上げ 

（※介護納付金賦課（課税）額に係る賦課（課税）限度額は現行の 17 万円で据え置き） 

 

・５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者数及び特定同一世 

帯所属者数に乗ずる金額を現行の 29.5 万円から 30.5 万円に１万円引き上げ 

・２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において、被保険者数及び特定同一世 

帯所属者数に乗ずる金額を現行の 54.5 万円から 56 万円に 1.5 万円引き上げ 

→地方税法施行令等の改正を踏まえて各自治体で条例を改正 

 

２ 高額医療費負担金の見直しについて（R7.4 施行） 

・ 対象レセプトの基準額を現行の 80 万円から 90 万円に引き上げ  

 

３ 保険者支援制度の見直しについて（R7.4 施行） 

・ 保険基盤安定繰入金のうち保険者支援分の算定方法について、低所得者の数に乗じる割
合を次のとおり見直し  

２割軽減の対象者数に乗じる割合：14％ 

５割軽減の対象者数に乗じる割合：15％ 

７割軽減の対象者数に乗じる割合：16％ 

 

資料５ 

R6.12.27 令和 7 年度の国⺠健康保険事業費納付⾦
及び標準保険料率の算定に用いる係数について【参
考資料】（厚生労働省） 
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４ こども・子育て支援金制度等（R8 施行） 

・ 医療保険者に被保険者等から保険料とあわせてこども・子育て支援金を徴収させ、国に
こども・子育て支援納付金として納付→子育て支援事業へ充当 

 
 

 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

・子ども・子育て支援特別会計を創設し、児童手当等に充てるための子ども・子育て 

支援金制度を創設 （「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律」の公布(令和６年６月 12 日）) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

R6.2.16 子ども・子育て支援法等の一部を改正する 
法律案 概要・参考資料 改変（子ども家庭庁） 

R6.7.1 子ども・子育て支援⾦制度に係る全国⾼齢者医療・国⺠健
康保険主管課（部）⻑及び後期⾼齢者医療広域連合事務局⻑会議 
（子ども家庭庁） 
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５ 高額療養費制度における自己負担限度額の引き上げについて（R7.8 施行） 

高額療養費制度について、令和７年から令和９年にかけて段階的に引き上げを行う 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

R6.12.27 令和 7 年度の国⺠健康保
険事業費納付⾦及び標準保険料率の
算定に用いる係数について【参考資
料】（厚生労働省） 


